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（別紙）

第２期ふじのくにＣＮＦプロジェクト連携支援計画

Ⅰ 必須記載事項

１ 連携支援事業の目標

（１）支援対象とする事業分野

静岡県及び県内市町が作成した同意基本計画に定める、以下の地域特性を活用した事業

分野を対象とする。

・県内の医療健康関連、食品関連、光・電子技術関連、航空宇宙関連、ＣＮＦ関連、次

世代自動車関連等の産業集積を活用した成長ものづくり分野 のうち

「ＣＮＦ分野（ＣＭＦ等セルロース素材も含む）」を対象とする。

[セルロースナノファイバー（ＣＮＦ）とは]

木材等のバイオマスから持続的に生産できる直径数十～数ナノメートルの繊維状物質。

軽量かつ高強度であるなど、優れた物性を有することから様々な用途で活用され、

製品化が進められている。

「セルロースマイクロファイバー（ＣＭＦ）」

（地域の状況、特色及び課題）

本県では、令和４年３月に策定した静岡県総合計画「静岡県の新ビジョン 後期アク

ションプラン」に基づき、基本理念である「富国有徳」を具体化するため、５つの基本

方向のもと12の政策を掲げ、多様な主体や地域間の連携を図りながら政策を推進してい

る。12の政策のうち、主に「富をつくる産業の展開」「環境と経済が両立した社会の形

成」「多彩なライフスタイルの提案」「“ふじのくに”の魅力の向上と発信」の４つの

項目が経済産業分野の取組となっている。

特に、「富をつくる産業の展開」においては、「ファルマバレープロジェクト(健康長

寿)」、「フーズヘルスケアオープンイノベーション（機能性表示食品、ヘルスケア・ビ

ジネス）」「フォトンバレープロジェクト（光・電子技術）」、「ＣＮＦ（セルロース

素材）」、「次世代自動車」、「ＭａＯＩ(海洋産業の振興)」、「ＡＯＩ（農業の生産

性革新）」、「ＣｈａＯＩ（スマート農業（茶））」といった８つの先端産業創出プロ

ジェクトの推進等を通じ、医薬品・医療機器産業、次世代自動車といった、本県経済を

強力に牽引するリーディングセクターの発展を促進している。

木材等のバイオマスから持続的に生産できる直径がマイクロメートルの繊維状物

質。
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本県は、森林面積が県土の６割を占め、家具や楽器、パルプ・紙などの木材を利用す

る産業が発展しており、パルプ・紙・紙加工品については、製造品出荷額 8,709億円で、

全国シェア第１位(11.3％)(令和２年度工業統計)となっている。特に、富士市は、製造

品出荷額、事業所数、従業員数いずれも県内のほぼ半数(製造品出荷額 4,786億円、事業

所数 203所、従業員数 8,676人)(令和２年度工業統計)を占め、製紙産業が地域の雇用、

経済を支える重要な産業となっている。これらを背景に、新素材として多くの優位性を

持つＣＮＦの将来性が評価されたことから、平成27年度に全国に先駆けて産官学による

“ふじのくにＣＮＦフォーラム”を設立し、「ＣＮＦを活用した製品開発支援」、「研

究開発の強化」、「製造拠点の形成」を３本柱としてＣＮＦの普及啓発を図るセミナー

を開催するなど、ＣＮＦの用途開発の支援を行ってきた。同フォーラムは、ＣＮＦのみ

ならずセルロース素材の普及促進を通じて循環経済の実現を目指し、令和５年６月２日

に「ふじのくにセルロース循環経済フォーラム」として組織改編を行った（令和６年

１月現在の会員数430団体・個人）。

平成29年には、日本製紙株式会社がＣＮＦ研究所(現 富士革新素材研究所)を東京から

富士工場内に移転させ、ＣＮＦ強化樹脂実証生産設備を設置、令和元年には国立大学法

人静岡大学が富士工業技術支援センター内にサテライトオフィスを設置したことなど、

静岡県では、富士地域に製造拠点を形成するため、大学や研究機関、企業の集積など立

地しやすい環境の整備に取り組んでいる。また、企業間や企業と大学等とのマッチング、

技術支援に加え、ＣＮＦを用いた試作品開発に助成するなど、「ＣＮＦを活用した製品

開発の支援」を強化しているところである。

さらに、平成29年10月から国立大学法人静岡大学では“ふじのくにＣＮＦ寄附講座”

を実施するとともに、富士工業技術支援センターを中核として国立大学法人静岡大学、

地域企業との産学官連携体制による「研究開発の強化」を図っているところである。

その結果、県内企業による製品開発事例も出てきているが、ＣＮＦ関連産業の創出と

集積を図り、世界的な拠点を形成するためには、新たな企業参入や産学官連携によるＣ

ＮＦ等セルロース素材の低コスト化や多様な応用製品の開発を進めていく必要がある。

以上のことから、新素材としての用途開発から多様な製品開発へと動きを加速化し、

製紙産業の中核地である富士地域を中心としたＣＮＦの応用製品の製造拠点の形成に向け

て、研究開発機関等と地域企業の強固な連携、マッチングを進めるため本計画を策定する。

具体的には、富士工業技術支援センターをＣＮＦ研究開発支援拠点として位置付け、

企業からの技術相談・依頼試験等に対応するとともに、企業、産業支援機関、大学等と

連携した共同研究・受託研究の実施、試験検査機器や試作加工機などの活用などにより、

ＣＮＦの応用製品の開発を支援していく。

また、産業支援機関、金融機関と連携した販路開拓、金融支援や、地域内外の研究機

関との相互連携等によりＣＮＦの関連産業の集積を目指す。
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（２）地域における産学官の地域経済牽引支援機関の連携による切れ目のない支援体制の

構築

（支援体制の現状と課題）

企業からの相談に対しては、技術面では富士工業技術支援センターが、ビジネス・経

営面では公益財団法人静岡県産業振興財団などが担い、各機関が持つ人材、ノウハウ、

技術等を使って支援を行っている。

しかしながら、セルロース素材を応用した製品開発に向けては、原材料としての性能

評価、異素材との混練技術、化学修飾による樹脂との複合化など、素材の特性を活かし

た技術や用途の開発に加え、天然由来で高い保水性を持つ化粧品開発や自動車用樹脂材

料の軽量化・高強度化など、市場ニーズに基づく製品開発といった双方向からのアプロ

ーチで進めることが重要であり、技術に強い富士工業技術支援センターとマーケティン

グやビジネスマッチングに強い産業支援機関との連携を強化し、それぞれの強みを活か

した総合力で支援することが必要である。

（切れ目のない支援体制の構築）

富士工業技術支援センターを研究開発と製品開発支援の拠点（プラットフォーム）と

して、企業や大学との共同研究や、高度な試験機器を活用した技術面での支援を行うと

共に、公益財団法人静岡県産業振興財団などと連携し、製品化に向けて必要となる企業

の研究開発への助成、ビジネスマッチングやマーケティング支援を行っていく。とりわ

け、応用展開として事業化が期待される食品分野、化成品分野ではフーズ・ヘルスケア

オープンイノベーションセンターがビジネスマッチング機能を担っていく。

また、富士工業技術支援センター内に設置された国立大学法人静岡大学のサテライト

オフィスを拠点とし、大学の持つ知見を活用した研究連携や、人材育成を行うとともに、

地域企業に研究室を開放することで、切れ目のない産学官連携による研究・製品開発体

制の構築を図る。企業ニーズの情報収集、金融・経営支援については、ふじのくにセル

ロース循環経済フォーラムにも参画する地域金融機関と連携を図っていく。

なお、県内紙業界（静岡県紙業協会、紙パルプ技術協会）とも協力し、環境負荷や海

洋汚染対策としての脱プラスチック・紙製品へのシフトの流れも見据え、セルロース素

材の特性を活かした新たな製品開発に取り組むこととしている。
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＜連携推進体制＞

（３）地域の各地域経済牽引支援機関の役割と責任の明確化

本連携支援事業において、各地域経済牽引支援機関の役割と責任を明確化するととも

に、必要に応じて各支援機関の機能強化を図りながら、それぞれの特性を生かし、効果

的に連携支援事業を実施する。

（４）地域内で不足する支援機能の地域外からの補完

用途開発、製品開発に向けては、これまで以上にセルロース素材の性質に合った混練

や分散性の評価などの高度な技術や試験機器が必要であるため、これらの不足する技

術、機器等については、セルロース素材の地域展開に関する相互連携・協力協定を結ん

でいるナノセルロースジャパン、地方独立行政法人京都市産業技術研究所、四国ＣＮＦ

プラットフォーム、地域オープンイノベーション：バイオナノマテリアル共同研究拠点、

薩摩川内市竹バイオマス産業都市協議会、みやぎＣＮＦプロジェクトチーム、晴れの国

ＣＮＦ連絡会の協力を得る。

また、国立大学法人東京大学、国立大学法人京都大学等の専門的な知見を有する全国

の大学等を通じて、新素材に関連する評価・知見を有する研究者等の支援を仰ぎ課題解

決に当たる。
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２ 連携支援事業の内容及び実施時期

（５）想定する支援件数

地域経済牽引事業の想定支援件数は、以下のとおりとする。

年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 合計

目標件数 ３件 ３件 ３件 ３件 ３件 15件

（１）連携支援事業の内容

本連携支援事業は、セルロース素材の応用製品の開発や、セルロース素材を活用して

製紙分野、食品・化成品分野、次世代自動車分野における新事業創出・販路拡大を目指

す地域経済牽引事業者に対して、地域経済牽引支援機関が連携・情報交換しながら、情

報提供から、技術相談、研究開発、販路開拓・拡大等に至る以下の支援事業を実施する。

①ネットワーク構築・情報提供

「ふじのくにセルロース循環経済フォーラム」、「富士市ＣＮＦプラットフォーム」

や業界団体の枠組みを活用し、それぞれの事業分野で、県内地域経済牽引事業者、公設

試験研究機関、大学、産業支援機関、金融機関等が連携を深め、研究段階から事業化に

至るまでの連続的な展開ができるよう支援体制を整えながら、ネットワークの強化を図

る。

情報提供については、講演会や研究発表会、人材育成のための技術研修等の告知を、

県や産業支援機関、業界団体のホームページ等を通じて行うとともに、協議会・研究会

等が発行するメールマガジン等での情報提供も合わせて行うことにより、地域経済牽引

事業の円滑な実施を図る。

②技術相談・依頼試験等の技術支援

企業からの技術的な相談に対しては、富士工業技術支援センターの研究員が直接的な

技術指導、生産技術の改善に係る助言等を行うとともに、先端技術に対応した試験検査

機器・試作加工機・設備の利用、依頼試験等を通じて、製品開発、製品改良等に関する

具体的な支援を実施する。

また、富士工業技術支援センターは、県が設置したコーディネーター（３名）を中心

に、産業支援機関等と連携して企業訪問等を行うことで、企業が抱える課題やニーズの

掘り起こしを行うほか、生産現場での製品や生産工程への助言等の支援を行う。
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③共同研究・受託研究等の研究開発支援

研究開発支援については、産業支援機関と連携してＣＮＦ関連市場動向を把握し、富

士工業技術支援センターをはじめとする公設試験研究機関や大学等が、それぞれの持つ

技術シーズと市場ニーズを結びつけたマーケットインの視点にもとづく共同研究・受託

研究等を行い、企業が抱える課題解決、研究ニーズに対応する。また、県・市、国等の

研究開発補助事業の活用や、必要に応じて民間研究機関とも連携を図る。

④販路開拓支援

産業支援機関、県（担当部署）は、それぞれが持つネットワークを活用し、コーディ

ネーター等によるビジネスマッチング支援、首都圏等展示会への出展や商談会への参加

支援、マスメディア等を通じた地域外への積極的な情報発信など、地域経済牽引事業に

係る販路開拓支援を行う。

⑤金融・経営支援

金融機関においては、事業者が研究開発や事業化に向けて必要となる金融支援、経営

支援を行う。

（２）連携支援事業の実施時期

本計画の計画期間は、計画同意の日から令和 10 年度末日までとする。
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３ 連携支援事業を実施する者の役割分担、相互の提携又は連絡に関する事項

（１）連携支援事業を共同で実施する地域経済牽引支援機関の名称及び住所並びにその代表

者の氏名並びに当該地域経済牽引支援機関の役割

当該連携支援事業を実施する者

の①名称、②住所、③代表者名

④当該連携支援事業における役割

１ ①静岡県

②静岡市葵区追手町9-6

③知事 川勝 平太

当該連携支援事業の代表者

【担当部署】新産業集積課

④ 連携支援事業の総合調整・進捗管理、支援施策等

（製品開発推進補助金、次世代自動車、医療・健康

産業、食品・化成品産業参入支援等）を実施

連携支援事業の技術相談窓口

【担当部署】富士工業技術支援センター

④ 県内中小企業に対する技術支援の中核機関とし

て、研究開発、生産や技術開発を担う人材育成等を

実施するとともに、不足する技術分野は、大学等と

連携して共同研究や技術支援等を実施することによ

り、企業の技術的課題解決を支援

２ ①公益財団法人静岡県産業振興

財団

②静岡市葵区追手町 44-1

静岡県産業経済会館４階

③理事長 中西 勝則

連携支援事業の経営相談窓口

④ 新規開業、新分野への進出、経営基盤の強化等を

目指す中小企業の支援や、企業の研究開発の促進を

担う機関として以下の支援を実施

(1) 創業・企業化促進のための支援

(2) 販路開拓の支援

(3) 新分野進出及び新商品開発等の支援

(4) 経営資源確保のための支援

(5) 取引先開拓の支援

(6) 資金等の支援

(7) 科学技術に関する調査研究及び研究開発の推進

(8) 産業人材の育成

(9) 科学技術及び産業振興に関する情報の収集、分

析及び提供並びに情報化の推進 等

３ ①フーズ・ヘルスケア・オープ

ンイノベーションセンター

②静岡市葵区追手町 44-1

静岡県産業経済会館２階

③センター長 望月 誠

④ 食品・化成品に関する新商品の開発と販路拡大、

人材育成や国内外での産学官の交流を実施
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（２）連携支援事業を共同で実施する地域経済牽引支援機関の相互の提携又は連絡に関する

事項

４ ①富士市

②富士市永田町１丁目 100 番地

③市長 小長井 義正

連携支援事業の調整

【担当部署】産業政策課

④支援施策（製品開発推進補助金、ＣＮＦの情報収

集・発信と産学官の連携強化、セミナー、研究会の

開催）などの立案及び実施

５ ①国立大学法人静岡大学

②静岡市駿河区大谷 836

③学長 日詰 一幸

人材育成と共同研究

【担当部署】農学部、グローバル共創科学部

④ 静岡大学農学部の寄附講座に加え、富士工業技術

支援センターにサテライトオフィスを設置し、学生、

社会人教育による人材育成および、産学官の連携に

よる共同研究を実施

６ ①株式会社静岡銀行

②静岡市葵区呉服町１丁目 10

番地

③頭取 八木 稔

④ 地域最大の金融機関として静岡県内に密なネッ

トワークを持つ利点を活かし、新たな事業展開に必

要となる研究開発や設備投資等の金融支援及び経営

支援を実施

静岡県は本連携支援事業により、県内の地域経済牽引事業者等による新事業創出や生産

性向上の取組に迅速かつ適切に対応するため、以下の連携・連絡体制を構築する。

①個別企業の対応

＜ステップ１＞

県内企業からの相談・課題は、全ての地域経済牽引支援機関で受け付けるが、それぞれ

が緊密に連絡を取り合い、技術的な課題は富士工業技術支援センター、経営的な課題は公

益財団法人静岡県産業振興財団が解決に当たる。また、３名のコーディネーターが個別に

企業訪問し、課題の抽出や各地域経済牽引支援機関への取次ぎを行う。

＜ステップ２＞

技術的な課題の解決、ＣＮＦ製品の開発は、富士工業技術支援センターが中心となり、

公益財団法人静岡県産業振興財団が持つ市場ニーズを踏まえた実践的・効果的な技術指

導、共同研究・受託研究等を通じて支援する。

また、富士工業技術支援センターだけでは解決が難しい技術的な課題については、同セ

ンターに設置された国立大学法人静岡大学サテライトオフィスに加え、セルロース素材の

地域展開に関する相互連携・協力協定を結んでいる、ナノセルロースジャパン、地方独立

行政法人京都市産業技術研究所、四国ＣＮＦプラットフォーム、地域オープンイノベーシ

ョン：バイオナノマテリアル共同研究拠点、薩摩川内市竹バイオマス産業都市協議会、み

やぎＣＮＦプロジェクトチーム、晴れの国ＣＮＦ連絡会の協力を求めるほか、現在も協力

いただいている国立大学法人東京大学や国立大学法人京都大学等を通じて対応可能な研
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Ⅱ 任意記載事項

１ 補助金等交付財産の活用に関する事項

究者等を探索し、課題解決に当たる。

事業資金等の経営的な課題については、公益財団法人静岡県産業振興財団及が金融機関

へ取り次ぎ、それぞれが主体的に対応することで必要な支援を円滑に行う。

＜ステップ３＞

ステップ１、２による切れ目ない製品開発の支援を行うとともに、開発製品の販売支援

については、公益財団法人静岡県産業振興財団が中心となり、ビジネスマッチングや販路

開拓支援を行う。

②支援機関の情報共有

富士工業技術支援センターが地域経済牽引支援機関による連絡会議を年２回（５～６

月、２～３月）開催し、地域経済牽引事業への連携方針の共有や支援内容の調整等を行う

ほか、コーディネーターと支援機関との連絡会議（必要に応じて都度実施）において進捗

状況の確認を行う。また、県内企業からの相談・課題への対応については、各地域経済牽

引支援機関の担当者間において電子メールや電話等にて情報共有し、解決手法の蓄積・フ

ィードバックを行うことで、支援活動の強化と迅速化を図る。


